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監査等委員会設置社への移行及び定款の一部変更に関するお知らせ 

当社は、平成 28 年４月６日開催の取締役会において、「監査等委員会設置会社」に移行するこ

とを決定し、平成 28 年５月 26 日開催予定の第 58 回定時株主総会に定款一部変更議案を付議する

ことを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．監査等委員会設置会社への移行

（1）移行の理由 

当社は、企業経営における透明性及び健全性向上のため、法令及び社会規範を遵守した企業活動を

最重要課題として位置づけており、会社の持続的成長と企業価値向上のため、コーポレート・ガバナ

ンス体制の強化を図ってまいりました。今般、取締役会の監督機能を強化し、経営の健全性、透明性

の向上を図ることを目的に、監査等委員会設置会社に移行することとしたものです。 

（2）移行の時期 

平成 28 年５月 26 日開催予定の第 58 回定時株主総会において、必要な定款変更等についてご承認

をいただくことを条件として、同日付で、監査等委員会設置会社に移行する予定です。 

２．定款の一部変更

（1）変更の目的 

①「監査等委員会設置会社」への移行に伴い、監査等委員会設置会社への移行に必要な、監査等委

員及び監査等委員会に関する規定の新設並びに監査役及び監査役会に関する規定の削除等の変更

を行うものであります。 

②その他、上記の各変更に伴う所要の変更を行うものであります。 



（2）変更の内容 

変更の内容は以下のとおりであります。    （下線は変更部分を示しております。） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

第１条（条文省略） 

（目  的） 

第２条 当会社は、次の業務を営むことを目的と

する。 

１） 石油ならびに油脂化学製品の製造・販売

２） 産業廃棄物の収集運搬・処理ならびに再

生加工 

３） 船舶・海洋施設からの油および産業廃棄

物の処理ならびに再生加工 

４） 環境関連プラントの設計・製作・据付・

補修ならびに運転・販売 

５） 水質、油脂、産業廃棄物の濃度に係る計

量証明の事業  

６） 建物、構築物および機械装置の塗装なら

びに清掃検査 

７） 建物、構築物の解体工事の請負 

８） 石油類精製および貯蔵設備の建設、補修

ならびに清掃 

９） 毒物劇物の販売 

（新設） 

10） 前各号に付随する一切の経営および投資

第３条～第４条（条文省略） 

（新設） 

第５条～第１６条（条文省略） 

第４章 取締役および取締役会 

（取締役会の設置） 

第１７条 当会社は取締役会を置く。  

（員  数） 

第１８条 当会社の取締役は、１５名以内とす

る。 

（新設） 

第１章 総則 

第１条（現行どおり） 

（目  的） 

第２条 当会社は、次の業務を営むことを目的と

する。 

１） 石油ならびに油脂化学製品の製造・販売 

２） 産業廃棄物の収集運搬・処理ならびに再

生加工 

３） 船舶・海洋施設からの油および産業廃棄

物の処理ならびに再生加工 

４） 環境関連プラントの設計・製作・据付・

補修ならびに運転・販売 

５） 水質、油脂、産業廃棄物の濃度に係る計

量証明の事業  

６） 建物、構築物および機械装置の塗装なら

びに清掃検査 

７） 建物、構築物の解体工事の請負 

８） 石油類精製および貯蔵設備の建設、補修

ならびに清掃 

９） 毒物劇物の販売 

10）  古物営業法に基づく古物商 

11） 前各号に付随する一切の経営および投資 

第３条～第４条（現行どおり） 

（機 関） 

第５条 当会社は、株主総会および取締役のほか、

次の機関を置く。 

（１）取締役会 

（２）監査等委員会 

（３）会計監査人 

第６条～第１７条（現行どおり） 

第４章 取締役および取締役会 

（削除） 

（員  数） 

第１８条 当会社の取締役（監査等委員である者

を除く。）は、１５名以内とする。 

２．当会社の監査等委員である取締役（以下、「監

査等委員」という。）は、５名以内とする。 



現行定款 変更案 

（選  任） 

第１９条 取締役は、株主総会の決議によって選

任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。 

３．取締役の選任は、累積投票によらない。 

（新設） 

（新設） 

（任  期） 

第２０条 取締役の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までと

する。 

（新設） 

（新設） 

２．補欠または増員として選任された取締役の

任期は、他の在任取締役の任期の満了する

時までとする。 

第２１条（条文省略） 

（取締役会の招集通知） 

第２２条 取締役会の招集通知は、各取締役およ

び各監査役に対し、会日の３日前まで

に発する。ただし、緊急の場合には、

この期間を短縮することができる。 

第２３条（条文省略） 

（選  任） 

第１９条 取締役は、監査等委員とそれ以外の取

締役とを区別して、株主総会の決議に

よって選任する。 

２．取締役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数

をもって行う。 

３．取締役の選任は、累積投票によらない。 

４．当会社は、法令に定める監査等委員の員数

を欠くことになる場合に備え、株主総会に

おいて補欠の監査等委員を選任することが

できる。 

５．前項の補欠の監査等委員の選任に係る決議

が効力を有する期間は、当該決議後２年以

内に終了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会の開始の時までとす

る。 

（任  期） 

第２０条 取締役（監査等委員である者を除く。）

の任期は、選任後１年以内に終了する

事業年度のうち最終のものに関する定

時株主総会終結の時までとする。 

２．監査等委員の任期は、選任後２年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会終結の時までとする。 

３．任期の満了前に退任した監査等委員の補欠

として選任された監査等委員の任期は、退

任した監査等委員の任期の満了する時まで

とする。 

（削除） 

第２１条（現行どおり） 

（取締役会の招集通知） 

第２２条 取締役会の招集通知は、各取締役に対

し、会日の３日前までに発する。ただ

し、緊急の場合には、この期間を短縮

することができる。 

第２３条（現行どおり） 



現行定款 変更案 

（新設） 

（新設） 

第２４条（条文省略） 

（代表取締役および役付取締役） 

第２５条 当会社は、取締役会の決議によって、

代表取締役を選定する。 

２．代表取締役は会社を代表し、会社の業務を

執行する。 

３．取締役会は、その決議によって、取締役社

長１名を選定し、また必要に応じ、取締役

会長１名および取締役相談役、取締役副会

長、取締役副社長、専務取締役、常務取締

役各若干名を選定することができる。 

第２６条（条文省略） 

（報酬等） 

第２７条 取締役の報酬等は、株主総会の決議に

よって定める。 

第５章 監査役および監査役会 

（監査役および監査役会の設置） 

第２８条 当会社は監査役および監査役会を置

く。 

（員  数） 

第２９条 当会社の監査役は、４名以内とす

る。 

（業務執行の決定の取締役への委任） 

第２４条 当会社は、会社法第３９９条の１３第

６項の規定により、取締役会の決議を

もって、重要な業務執行（同条第５項

各号に掲げる事項を除く。）の決定の

全部または一部を取締役に委任するこ

とができる。 

（取締役会の議事録） 

第２５条 取締役会における議事の経過の要領お

よびその結果ならびにその他法令で定

める事項は、議事録に記載または記録

し、出席した取締役がこれに記名押印

または電子署名する。 

第２６条（現行どおり） 

（代表取締役および役付取締役） 

第２７条 当会社は、取締役会の決議によって、

取締役（監査等委員であるものを除

く。）の中から、代表取締役を選定す

る。 

２．代表取締役は会社を代表し、会社の業務を

執行する。 

３．取締役会は、その決議によって、取締役（監

査等委員であるものを除く。）の中から、

取締役社長１名を選定し、また必要に応じ、

取締役会長１名および取締役相談役、取締

役副会長、取締役副社長、専務取締役、常

務取締役各若干名を選定することができ

る。 

第２８条（現行どおり） 

（報酬等） 

第２９条 取締役の報酬等は、監査等委員とそれ

以外の取締役とを区別して、株主総会

の決議によって定める。 

第５章 監査等委員会 

（削除） 

（削除） 



現行定款 変更案 

（選  任） 

第３０条 監査役は、株主総会の決議によって選

任する。 

２．監査役の選任決議は、議決権を行使するこ

とができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半

数をもって行う。 

（任  期） 

第３１条 監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに

関する定時株主総会終結の時までと

する。 

  ２．補欠として選任された監査役の任期は、

退任した監査役の任期の満了する時ま

でとする。 

（常勤監査役） 

第３２条 監査役会は、監査役の中から常勤の監

査役を選定する。 

（監査役会の招集通知） 

第３３条 監査役会の招集通知は、会日の３日前

までに各監査役に対して発する。ただ

し、緊急の場合には、この期間を短縮

することができる。 

（新設） 

（監査役会の決議方法） 

第３４条 監査役会の決議は、法令に別段の定め

がある場合を除き、監査役の過半数を

もって行う。 

（新設） 

（監査役会規則） 

第３５条 監査役会に関する事項は、法令または

定款に定めるもののほか、監査役会に

おいて定める監査役会規則による。 

（削除） 

（削除） 

（常勤監査等委員） 

第３０条 監査等委員会は、その決議によって常

勤の監査等委員を選定することができ

る。 

（監査等委員会の招集通知） 

第３１条 監査等委員会の招集通知は、会日の３

日前までに各監査等委員に対して発す

る。ただし、緊急の場合には、この期

間を短縮することができる。 

 ２．監査等委員全員の同意があるときは、招集

の手続きを経ないで監査等委員会を開催す

ることができる。 

（監査等委員会の決議方法） 

第３２条 監査等委員会の決議は、監査等委員の

過半数が出席し、出席した監査等委員

の過半数をもって行う。 

（監査等委員会の議事録） 

第３３条 監査等委員会における議事の経過の要

領およびその結果ならびにその他法令

で定める事項は議事録に記載または記

録し、出席した監査等委員がこれに記

名押印または電子署名する。 

（監査等委員会規則） 

第３４条 監査等委員会に関する事項は、法令ま

たは定款に定めるもののほか、監査等

委員会において定める監査等委員会規

則による。 



現行定款 変更案 

（報酬等） 

第３６条 監査役の報酬等は、株主総会の決議に

よって定める。 

第６章 会計監査人 

（会計監査人の設置） 

第３７条 当会社は会計監査人を置く。 

第３８条～第３９条（条文省略） 

（会計監査人の報酬等） 

第４０条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が

監査役会の同意を得て定める。 

第７章 計 算 

第４１条～第４４条（条文省略） 

（削除） 

第６章 会計監査人 

（削除） 

第３５条～第３６条（現行どおり） 

（会計監査人の報酬等） 

第３７条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が

監査等委員会の同意を得て定める。 

第７章 計 算 

第３８条～第４１条（現行どおり） 

（3）変更の日程 

定款変更のための株主総会開催日（予定） 平成 28 年５ 月 26 日（木） 

定款変更の効力発生日（予定） 平成 28 年５ 月 26 日（木） 

以 上 


